
 

 

東京都認知症疾患医療センター運営事業実施要綱 

 

 

 平成２３年２月１日 ２２福保高在第５３６号 

一部改正 平成２４年２月９日 ２３福保高在第５９９号 

一部改正 平成２７年２月１８日 ２６福保高在第８４７号 

一部改正 平成２８年１１月１７日 ２８福保高在第７７５号 

一部改正 平成２９年４月１８日 ２９福保高在第４１号 

一部改正 平成３０年２月２８日 ２９福保高在第１１８３号 

一部改正 平成３１年３月４日 ３０福保高在第１１４９号 

一部改正 令和２年１１月１９日 ２福保高在第７９７号 

一部改正 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 ３福保高在第１５号 

一部改正 令和７年２月１７日 ６福祉高在第１２４４号 

 

 

第１ 目的 

この事業は、東京都が認知症疾患医療センター（以下「センター」という。）を設

置し、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、地域において認知症に対して進行

予防から地域生活の維持までに必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図るこ

とを目的とする。 

 

第２ 実施主体 

本事業の実施主体は東京都とし、東京都知事（以下「知事」という。）が指定した

病院又は診療所への委託により事業を行うものとする。ただし、当該病院又は診療所

は、事業の内容に応じて、その一部を適切な事業運営が確保できると認められる団体

等に再委託することができるものとする。 

 

第３ センターの種類 

都は、二次保健医療圏を単位として地域拠点型認知症疾患医療センター（以下「地

域拠点型」という。）を、区市町村を単位として地域連携型認知症疾患医療センター

（以下「地域連携型」という。）を指定する。 

地域拠点型は他圏域を担当する地域拠点型と連携して、第４の２に規定する役割の

推進を図り、都内全域の認知症医療提供体制の充実に寄与することとする。 

地域連携型は、当該センターが所在する二次保健医療圏内の地域拠点型及び他の地

域連携型と連携して、第４の２に規定する役割の推進を図り、当該センターが所在す

る二次保健医療圏全体の認知症医療提供体制の充実に寄与することとする。 

 

第４ センターの機能及び役割 

１ 基本的機能 

高齢者人口の増加に伴い、認知症のある高齢者も一層増加すると見込まれることか

ら、地域の医療機関同士（かかりつけ医と専門医療機関、あるいは、一般病院・精神
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科病院と専門医療機関）の連携、さらには医療と介護の緊密な連携を強化する必要が

ある。このため、センターは、特に次の機能を担う。 

（１）地域の医療機関及び介護事業所等への支援機能 

（２）地域の認知症に係る医療・介護連携を推進する機能 

 

２ 役割 

センターは、基本的機能に基づき、具体的な支援体制及び連携体制の構築を図るため、

次の役割を担う。 

（１）認知症に係る専門医療機関として、認知症のある人に対する様々な医療を適切に

提供できる体制を構築する役割 

（２）認知症に係る地域連携の推進機関として、認知症のある人が地域で安心して生活

を継続できるようにするための支援体制を構築する役割 

（３）認知症に係る人材育成機関として、地域における認知症医療の充実と、認知症対 

応力の向上を図る役割 

 

３ 活動圏域 

（１）地域拠点型の活動圏域は、主に当該センターが所在する二次保健医療圏とする。 

（２）地域連携型の活動圏域は、主に当該センターが所在する区市町村とする。 

 

第５ センターの指定等 

１ 知事が指定する病院又は診療所とは、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条

の５に規定する病院又は診療所のうち以下の要件を全て満たすものでなければならな

い。ただし、地域拠点型は病院の中から、地域連携型は病院又は診療所の中から指定

するものとする。 

（１）指定を受けようとする病院又は診療所の開設者（以下「開設者」という。）が、

「東京都認知症疾患医療センター新規指定・指定更新申請書」（別記第１号様式）

を知事に提出していること。 

（２）第６で定める設置基準を全て満たしていること。 

（３）東京都認知症疾患医療センター審査会の意見を踏まえ、東京都が適当と認めるも

のであること。 

 

 ２ 知事は、センターの指定を行った場合、「東京都認知症疾患医療センター指定通知

書」（別記第２号様式）により、開設者に対しその旨を通知する。 

 

 ３ 知事は、指定する病院又は診療所（以下「指定医療機関」という。）が設置基準を 

満たさないと判断するとき、又は開設者から申出があったときは指定を取り消すこと 

ができる。 

 

 ４ 指定医療機関の指定期間は、原則として３年とする。ただし、指定更新を妨げない。 

   

第６ センターの設置基準 

平日、週５日の稼働を原則とし、以下の基準を満たすものとする。 

１ 地域拠点型 
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  以下（１）から（３）までの基準を満たすものとする。 

（１）専門医療機関としての要件 

    以下アからキまでの基準を満たすものとする。 

ア 専門医療相談が実施できる専門の部門（以下「医療相談室」という。）を配置

し、専門医療相談窓口、専用電話等必要な設備を整備し、その態勢が確保されて

いること。 

イ 人員配置について、以下の（ア）から（ウ）までを満たしていること。 

（ア）専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知

症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした５年以上の臨床経験（具体

的な業務経験については申請時に明記すること。）を有する医師が１名以上配

置されていること。 

（イ）公認心理師または臨床心理士等の専任の臨床心理技術者が１名以上配置され

ていること。 

（ウ） 医療相談室に、相談員として精神保健福祉士又は保健師等が合計２名以上配 

置されていること。 

なお、医療相談室は、専門医療施設との調整、地域包括支援センター等との

連絡調整、専門医療に係る情報提供、退院時の調整等、個々の患者の専門医療

相談を行う機能を持つものとする。ただし、精神保健福祉士又は保健師等のう

ち１名は常勤専従で地域包括支援センター等との連絡調整及び医療相談室の業

務を担当することとし、他の１名以上は専任で医療相談室の他の業務を担当す

ることとする。 

また、上記に加え、地域包括支援センター等との連絡調整業務に限り、精神

保健福祉士又は保健師等を補助する専従の職員を配置することができるもの

とする。 

ウ 鑑別診断に係る検査体制について、以下を満たしていること。 

当該センターにおいて、血液検査、尿一般検査、心電図検査、神経心理検査が

実施できる体制を確保するとともに、神経画像検査の体制として、コンピュータ

断層撮影装置（ＣＴ）及び磁気共鳴画像装置（ＭＲＩ）を有していること。 

ただし、磁気共鳴画像装置（ＭＲＩ）を有していない場合は、それを活用でき

る体制（他の医療機関との連携体制（具体的な連携体制については申請時に明記

すること。）を含む。）が整備されていること。 

なお、コンピュータ断層撮影装置（ＣＴ）については、原則として、同一法人

かつ同一敷地内にあり、実質一体的な医療提供を行っている医療機関との連携体

制が整備されている場合は、当該センターがコンピュータ断層撮影装置（ＣＴ）

を有しているとみなすこととする。 

また、上記に加え、脳血流シンチグラフィ（ＳＰＥＣＴ）を活用できる体制（他

の医療機関との連携体制（具体的な連携体制については申請時に明記すること。）

を含む。）が整備されていること。 

エ アルツハイマー型認知症、血管性認知症、レビー小体型認知症、前頭側頭型認

知症（またはピック病）、正常圧水頭症等の認知症原因疾患（若年性認知症を含

む）の鑑別診断及びその初期対応を行うことができること。 
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鑑別診断に当たっては、医学的診断だけでなく、日常生活の状況や他の身体疾

患等の状況も踏まえ、本人の身体的、心理的、社会的側面を総合的に評価するこ

と。 

オ 認知症疾患の身体合併症と行動・心理症状について急性期入院治療を行うこと

ができる一般病床と精神病床を有していること。ただし、同一施設において、一

般病床と精神病床の確保が困難な場合は、以下の（ア）又は（イ）のいずれかを

満たしていること。 

（ア）身体合併症について急性期入院治療を行うことができる一般病床を有する病 

院であり、認知症疾患の行動・心理症状について精神病床における入院医療等 

を行うことができる他の医療機関との連携体制がとれていること（具体的な連 

携体制については申請時に明記すること。）。 

（イ）認知症疾患の行動・心理症状について急性期入院治療を行うことができる精 

神病床を有する病院であり、重篤な身体合併症に対して、入院医療等を行うこ 

とができる他の医療機関との連携体制がとれていること（具体的な連携体制に 

ついては申請時に明記すること。）。 

カ 認知症のある人の様々な身体合併症に対応できるよう、院内の診療科間の連携

体制を整備していること。 

キ 医師、看護師、精神保健福祉士等で構成される認知症アウトリーチチームを編

成できること。認知症アウトリーチチームは第７の８に規定する取組を行う。 

（２）地域連携の推進機関としての要件 

   以下ア及びイを満たしていること。 

   ア 認知症疾患医療・介護連携協議会 

地域の連携体制強化のため、保健医療関係者、介護関係者、認知症医療に関す

る有識者、地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム等から組織された

認知症疾患医療・介護連携協議会を組織し、地域の認知症に関する支援体制づく

りに関する検討等を行うこと。 

イ 地域住民に対する取組 

地域への認知症医療に関する情報発信や、認知症に関する理解を促す普及啓発

等を必要に応じて行うほか、地域住民からの認知症に関する一般相談対応等を行

うこと。 

（３）人材育成機関としての要件 

センターが所在する二次保健医療圏内のかかりつけ医、一般病院の看護師等の医

療専門職を含む医療・介護従事者等の認知症対応力の向上を図るための研修を自ら

行うとともに、他の主体の実施する研修に協力する等、地域における認知症の専門

医療に係る研修に積極的に取り組んでいること。 

  

 

２ 地域連携型 

病院又は診療所に設置するものとし、以下（１）または（２）の基準を満たすもの

とする。 

（１）病院型 

 以下アからウまでの基準を満たすものとする。 

ア 専門医療機関としての要件 
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第６の１（１）と同様の要件を満たすこと（ただし、第６の１（１）キは除く）。 

イ 地域連携の推進機関としての要件 

第６の１（２）と同様の要件を満たすこと。ただし、認知症疾患医療・介護連 

携協議会については、地域拠点型が開催する会議に協力・出席すれば足りるもの

とする。 

ウ 人材育成機関としての要件 

センターが所在する区市町村内の医療・介護従事者等の認知症対応力の向上を

図るための研修を自ら行うとともに、他の主体の実施する研修に協力する等、地

域における認知症の専門医療に係る研修に積極的に取り組んでいること。 

（２）診療所型 

   以下アからウまでの基準を満たすものとする。 

ア 専門医療機関としての要件 

  以下（ア）から（オ）までの基準を満たすこと。 

（ア）専門医療相談が実施できるよう、専用電話等必要な設備を整備し、その態勢

が確保されていること。 

（イ）人員配置について、以下のa及びbを満たしていること。また、公認心理師ま

たは臨床心理士等の専任の臨床心理技術者を配置できる場合は、１名以上を配

置することが望ましい。 

a 専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認

知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした５年以上の臨床経験

（具体的な業務経験については申請時に明記すること。）を有する医師が１

名以上配置されていること。 

b 相談員として、精神保健福祉士又は保健師等が合計２名以上配置されてい

ること。 

相談員は専門医療施設との調整、地域包括支援センター等との連絡調整、

専門医療に係る情報提供等、個々の患者の専門医療相談を行うものとする。

また、精神保健福祉士又は保健師等のうち１名は常勤専従で地域包括支援セ

ンター等との連絡調整及び医療相談室の業務を担当することとし、他の１名

以上は専任で医療相談に係る他の業務を担当することとする。 

ただし、東京都へき地医療支援機構設置要綱（平成１７年１０月１４日付

１７福保医救第２８２号）第１の２に定める「へき地」において、上記によ

り難い場合は、認知症の専門医療相談や神経心理検査等について一定程度の

知識及び技術を修得している精神保健福祉士、保健師、看護師、臨床心理技

術者等を１名以上配置することとする。 

（ウ）鑑別診断に係る検査体制について、以下を満たしていること。 

当該センターにおいて、血液検査、尿一般検査、心電図検査、神経心理検査

が実施できる体制を確保するとともに、神経画像検査の体制としてのコンピュ

ータ断層撮影装置（ＣＴ）、磁気共鳴画像装置（ＭＲＩ）及び脳血流シンチグ

ラフィ（ＳＰＥＣＴ）を他の医療機関との連携体制（具体的な連携体制につい

ては届出時に明記すること。）により活用できる体制が整備されていること。 

（エ）アルツハイマー型認知症、血管性認知症、レビー小体型認知症、前頭側頭型

認知症（またはピック病）、正常圧水頭症等の認知症原因疾患（若年性認知症

を含む）の鑑別診断及びその初期対応を行うことができること。 
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鑑別診断に当たっては、医学的診断だけでなく、日常生活の状況や他の身体

疾患等の状況も踏まえ、本人の身体的、心理的、社会的側面を総合的に評価す

ること。 

（オ）認知症疾患の身体合併症と行動・心理症状に対する急性期入院治療を行える

一般病院又は精神科病院との連携体制（具体的な連携体制については申請時に

明記すること。）を確保していること。 

イ 地域連携の推進機関としての要件 

第６の１（２）と同様の要件を満たすこと。ただし、認知症疾患医療・介護連

携協議会については、地域拠点型が開催する会議への協力・出席で足りるものと

する。 

ウ 人材育成機関としての要件 

第６の２（１）ウと同様の要件を満たすこと。 

 

第７ 事業内容 

   以下１から９までの事業を実施すること。ただし、８については、地域拠点型のみ

が行うこととする。 

１ 専門医療相談の実施 

（１）医療相談への対応 

相談員が、本人・家族、かかりつけ医、認知症サポート医、地域包括支援センタ 

ー、認知症地域支援推進員、認知症支援コーディネーター、認知症初期集中支援チ

ーム、認知症アウトリーチチーム、保健所・保健センター、福祉事務所、訪問看護

ステーション等と連絡調整を行うことにより、多様な認知症に関する医療相談に対

応する。相談に当たっては、患者の状況を総合的に把握し、自医療機関での診療も

含め、適切な医療機関等の紹介を行う。 

（２）受診が困難な人への支援 

病識がない等医療機関の受診を拒否する人について相談を受けた場合、地域包括 

支援センターや、かかりつけ医・在宅医等の地域の医療機関、区市町村、認知症初

期集中支援チーム、認知症アウトリーチチーム、保健所・保健センター、訪問看護

ステーション、家族介護者の会等と連携し、早期の診断に結びつけるよう努める。 

 

２ 鑑別診断とそれに基づく初期対応 

（１）適確な評価と初期対応 

  ア 本人の日常生活の状況を踏まえ、うつ病等様々な精神神経疾患との鑑別、認知 

症の原因疾患の診断を正確に行う。 

イ 評価結果については、かかりつけ医や地域包括支援センター、訪問看護ステー

ション、ケアマネジャー等と情報の共有化を図り、適切な医療・介護・生活支援

等の支援に結びつけていく。 

ウ 本人・家族に対して、分かりやすく適切な病気の説明、福祉・介護サービス等

に係る情報提供を行う。 

エ かかりつけ医に対し、画像診断等の依頼に対する支援を行うとともに、鑑別診

断後の経過観察において、必要な支援を行う。 

（２）迅速な診断 

   鑑別診断は、他の医療機関と連携を図りながら、できるだけ早期に受診できるよ 
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う努める。 

 

３ 身体合併症、行動・心理症状への対応 

（１）センターにおける受入体制の整備 

ア 全ての職種を対象とする当該医療機関内研修を行うこと等により、認知症に対

する理解を深め、当該医療機関全体の認知症対応力を向上させる。 

イ 認知症のある人の身体合併症及び行動・心理症状等、様々な症状に対応できる

よう、当該医療機関内の医師、看護師、介護職、精神保健福祉士、作業療法士や

理学療法士等、多職種が適切に連携できる体制の構築に努める。 

ウ 認知症のある人のケアに当たっては、可能な限り在宅生活への早期復帰を視野

に入れるよう努める。 

エ 認知症疾患の身体合併症と行動・心理症状の急性期入院医療を要する認知症疾

患患者のための病床として、連携する医療機関の空床情報を把握する。 

（２）早期からの退院支援 

本人の生活環境や家族の介護力等を勘案の上、入院後できるだけ早期から、退院 

に向けた調整が必要な情報について、地域の医療機関、地域包括支援センター、訪 

問看護ステーション、ケアマネジャー、区市町村の設置する在宅療養支援窓口等と 

共有化を図る。 

（３）地域全体での受入体制の構築 

ア 認知症のある人の身体合併症及び行動・心理症状の治療（特に急性期における

入院医療）について、地域の認知症に係る専門医療機関、一般病院や精神科病院

等と緊密な連携を図り、センターを含む地域全体で受入れを促進していく体制を

構築する。その際、地域拠点型を二次保健医療圏全体における取組の推進役とし、

地域連携型は地域拠点型の取組に協力することとする。 

イ 顕著な精神症状・問題行動が現れている認知症のある人への対応においては、

精神保健福祉センターや認知症治療病棟を持つ病院と連携を図り対応する。 

  ウ 日ごろから、地域の各医療機関の受入体制等について把握しておく。 

 

４ 認知症のある人と家族介護者等の支援 

  センターは、認知症のある人や家族介護者等が認知症の初期の段階から状態に応じ

て適切な情報を得ることができ、専門職による助言等を受けられるよう、個別相談等

の認知症のある人と家族介護者等を支援する取組を行う。 

 

５ 地域連携の推進 

（１）地域連携体制の構築 

ア 医師会など地域の保健医療関係者、介護関係者、地域包括支援センター、認知

症初期集中支援チーム、区市町村、保健所、家族介護者の会等により構成する、

認知症疾患医療・介護連携協議会を年２回以上開催し、既存の地域の仕組みや資

源を活かしつつ、地域において効果的に機能するネットワークの構築に向けた検

討を行う。 

また、国及び都の認知症施策、各地域における認知症に係る取組の情報共有を

図る。ただし、地域連携型にあっては、地域拠点型が開催する協議会への協力・

出席で足りるものとする。 
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イ 地域において、医療従事者、地域包括支援センター、訪問看護ステーション、

ケアマネジャー等が一堂に集い、意見交換・情報交換を行う機会を関係者と連携

して設定し、地域の中でお互いに顔の見える関係を構築するとともに、地域の認

知症対応力の向上を図る。 

（２）区市町村、地域包括支援センター等との連携 

区市町村等が開催する認知症に関連する会議に協力・出席し、区市町村とともに、 

地域包括支援センター、認知症サポート医、かかりつけ医、医師会、介護保険事業

所、家族介護者の会等、認知症のある人の支援に携わる関係者等のネットワークづ

くりを推進する。 

また、所在する区市町村が実施する認知症初期集中支援チーム等の認知症関連事

業に協力するとともに、区市町村が推進する在宅療養推進の取組との連携を図る。 

相談員は、地域包括支援センター等との連携を行う窓口として日常的に連携を図 

ることで、顔の見える関係づくりを行う。 

（３）かかりつけ医、医師会との連携 

    地域のかかりつけ医や認知症サポート医、地区医師会等の医療関係機関との連携

を図り、情報収集・提供に努める。 

（４）家族介護者の会との連携 

ア センターは、自医療機関において、また、地域の各医療機関において、認知症

のある人の家族介護者の会との関係づくりを進めるよう努める。 

 イ 家族介護者の会の活動（相談会、情報交換会、勉強会等）に対する支援・協力 

に努める。 

 

６ 専門医療、地域連携を支える人材の育成 

（１）地域の医療・介護従事者等の育成 

地域拠点型においては、かかりつけ医、一般病院の看護師、地域包括支援センタ

ー職員等、センターが所在する二次保健医療圏域内及び区市町村内の医療・介護従

事者等の認知症対応力の向上を図るための研修会・事例検討会等を自ら行うととも

に、区市町村・医師会等の関係機関が実施する研修に協力する。 

地域連携型においては、センターが所在する区市町村内の医療・介護従事者等の

認知症対応力の向上を図るための研修会・事例検討会等を自ら行うとともに、地域

拠点型や区市町村・医師会等の関係機関が実施する研修に協力する。 

（２）認知症疾患医療センターの医師、看護師等の育成 

センターにおいて、認知症医療に係る専門的な知識・経験を有するとともに、認

知症のある人を総合的にみることができる医師、看護師等の育成に努める。 

 

７ 普及啓発 

（１）認知症の普及啓発 

地域住民に対し、認知症についての理解促進に向けた普及啓発を、区市町村、認

知症サポート医、家族介護者の会等と協力し行う。 

（２）連携体制の周知 

地域住民、医療・介護関係者を対象に、認知症の地域連携体制を構築しているこ

とについて、関係機関と協力し、周知を行う。 
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 ８ 認知症アウトリーチチームの配置 

地域拠点型に医師、看護師、精神保健福祉士等で構成される認知症アウトリーチチ

ームを配置し、区市町村が配置する認知症支援コーディネーターや認知症地域支援推

進員からの依頼に応じて、認知症の疑いのある人を訪問し、アセスメント等を実施す

ることにより、早期の診断につなげ、状態に応じて適切な医療・介護サービスに結び

つける等の取組を行うこと。 

 

 ９ 認知症抗体医薬に係る治療・相談支援等 

認知症抗体医薬に係る治療を行うに際し、認知症のある人や家族介護者等からの当

該治療についての相談対応・支援、地域の医療機関からの相談対応を行う。また、地

域の医療機関等と連携し、認知症抗体医薬に係る治療の適応外である者への支援等を

行う。 

 

10 その他 

  １から９までの取組の中でも、「身体合併症、行動・心理症状への対応」及び「地

域連携の推進」について、重点的に取り組むこと。 

 

第８ 事業評価の実施 

都は、東京都認知症疾患医療センター審査会において、指定したセンターに対し、

以下の機能に着目した事業評価を行う。 

１ 専門医療機関としての機能 

２ 地域連携の推進機関としての機能 

３ 人材育成機関としての機能 

 

第９ 実績報告 

開設者は、以下の１から４までに係る年間の実績を、別途東京都が指示する日まで

に、知事宛てに報告するものとする。 

１ 鑑別診断に係る件数 

２ 入院に係る件数 

３ 専門医療相談に係る件数 

 ４ その他、センターで実施した事業に関して、別途東京都が指示するもの 

 

第１０ 東京都への協力 

    センターは、東京都が実施する認知症に係る地域連携の推進等に向けた取組に協

力するものとする。 

 

第１１ その他 

    この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年２月１日から施行する。 

 



 - 10 - 

附 則（平成２４年２月９日２３福保高在第５９９号） 

この要綱は、平成２４年２月９日から施行する。 

 

附 則（平成２７年２月１８日２６福保高在第８４７号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年１１月１７日２８福保高在第７７５号） 

この要綱は、平成２８年１１月１７日から施行する。 

 

附 則（平成２９年４月１８日２９福保高在第４１号） 

この要綱は、平成２９年４月１８日から施行する。 

 

   附 則（平成３０年２月２８日２９福保高在第１１８３号） 

 この要綱は、平成３０年２月２８日から施行する。 

 

附 則（平成３１年３月４日３０福保高在第１１４９号） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年１１月１９日２福保高在第７９７号） 

 この要綱は、令和２年１１月１９日から施行する。 

 

附 則（令和３年４月１日３福保高在第１５号） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

    

   附 則（令和７年２月１７日福保高在第１２４４号） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式 

 

 

 

東京都認知症疾患医療センター新規指定・指定更新申請書 

 

 

  年  月  日 

 

 

 東京都知事 殿 

 

                       開設者 

                          住 所（法人又は団体にあっては所在地） 

                   氏 名（法人名又は団体名及び代表者氏名） 

 

 

東京都認知症疾患医療センター運営事業実施要綱第５の規定により、申請します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 施設の名称 

 

２ 施設の所在地 

 

３ 申請する東京都認知症疾患医療センターの類型 

 

４ 提出資料 

  別紙様式のとおり 
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別記第２号様式 

 

 

 

東京都認知症疾患医療センター指定通知書 

 

第   号 

 

 

 

 

 

 東京都認知症疾患医療センター運営事業実施要綱第５の規定により申請のあった東京都

認知症疾患医療センターについて、下記のとおり指定する。 

 

 

 

   年  月  日 

 

 

                                    東京都知事      

    

 

 

記 

 

 

 

１ 施設の名称 

 

２ 施設の所在地 

 

３ 東京都認知症疾患医療センターの類型 

 

４ 指定期間 

    年  月  日から  年  月  日まで 

 


